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温  暖  化 

 

CO2 を出す化石燃料にかかる地球温暖化対策税

の課税率が引き上げられました。これで 3年半かけ

た段階的な引き上げが終わり、CO2、1 ㌧あたり 289

円が課税されます。排出削減効果はわずかで炭素の

価格化とは言い難い状態です。CO2、1㌧当たり 6

千円程度になれば石炭火力の安定感はなくなりそう

です。 

 

（2016.4.2 朝日朝刊より） 

森林の間伐などの財源に充てるための新税「森林

環境税」が政府・与党内で検討されています。 

 

（2016.4.18 朝日超過により） 

 

夏場に氷で覆われた海域はこの35年間で2/3に減

少しました。漁船で行き来できる海域が広がってい

ます。漁業・石油・エネルギー資源・鉱物資源を狙

う動きも活発になっています。 

エネルギー問題は何を議論すべきか？  

 

 

 

3.11 以降私たちはどのようなエネルギーを使うべきか、 

また将来に向け、今どのような電源構成が必要か 

2016 年 5月 1 日 
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（2016.4.21 朝日朝刊により） 

 

途上国を中心に世界各地で熱帯雨林の減少が続い

ています。COP21 で採択された 20年以降の地球温

暖化対策の新たな枠組み「パリ協定」で「REDD+」

という仕組みを奨励することが決まりました。 

 

（2016.4.24 日経朝刊より） 

 

電    力 

 

関電管内で新たな会社への切り替えを申し込んだ

家庭の比率は、全国平均の約 2 倍になっています。 

 

（2016.4.1 朝日朝刊より） 

 

ガスや石油元売り、携帯電話など様々な業種の会

社が電気を売るビジネスに参入し、電気料金の安さ

を競い始めました。 

 

（2016.4.1 朝日朝刊より） 

 

電力小売りの売り上げが始まり、需給調整の役割

を担う電力スポット市場取引拡大への期待が広がっ

ています。 

 

（2016.4.1 日経朝刊より） 
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現在のところ関電が持つ契約の 1%にも満たない

が、電気料金が全国で最高水準と逆境に立つ関電に

対し、新電力が攻勢をかける展開が続きます。 

 

（2016.4.1 日経朝刊より） 

 

JX エネルギーや東急パワーサプライなど新規参

入が営業攻勢を強める一方、大手電力からの切り替

えは約38万件と全体の1%以下にとどまっています。

大手電力の依存料金より最大 1割ほど安い料金への

関心は高いが、まだ様子見の消費者も多い状態です。 

 

（2016.4.2 日経朝刊より） 

 

味の素や清水建設など 6社と東京電力ホールディ

ングスがオフィス街でスマートメーターを活用して

オフィスビルでの電力使用量を常時把握し、夏場の

気温が高い日などに各社が協力して節電し、需要を

一括管理します。 

 

（2016.4.4 日経朝刊より） 

 

神戸製鋼所は 2021 年 3 月期を最終年度とする５ヵ

年計画を発表しました。新たな柱として育成してい

る電力で安定した利益を稼ぎ出し、屋台骨が揺らぐ

鉄鋼を支えます。 

 

（2016.4.6 日経朝刊より） 

 

一般家庭が電力の購入先を選べる電力小売り全面自

由化について、国の機関は 4 月 1 日時点の契約切り

替えが約 53 万件に上ったと発表しました。 

 

（2016.4.9 日経朝刊より） 
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電力自由化で新電力への切り替えが進み、供給余

力が昨夏より増し、政府は数値目標つきの節電要請

を 4 年連続で見送る見通しです。 

 

（2016.4.9 朝日朝刊より） 

 

関西電力の今夏の電力需給について、供給予備率

は 6.8~6.9%で安定供給の 3％を確保できる見通し

です。 

 

（2016.4.9 朝日朝刊より） 

 

関西電力と東京ガスは首都圏で発電所（LNG）の

共同建設を検討していると発表しました。 

 

（2016.4.12 朝日朝刊より） 

 

電力小売りの全面自由化スタートから 2週間が経

過し、消費者が電気の契約を切り替える動きがじわ

りと広がってきました。 

 

（2016.4.16 日経朝刊より） 

 

4 月 8 日時点の集計では、電力を切り替えた世帯

数は 62 万 2700 件で、その 6 割以上が東京電力ホー

ルディングスが地盤とする首都圏です。 
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（2016.4.22 日経朝刊より） 

 

家電量販店大手のヤマダ電機は家庭向けの電力小

売り市場に参入します。 

 

（2016.4.22 日経朝刊より） 

 

生活協同組合（パルシステム生活協同組合連合会、

生活クラブ事業連合生活協同組合連合会）が家庭向

け電力小売りに相次ぎ参入します。 

（2016.4.26 日経夕刊より） 

 

大阪ガスは 4 月 26 日時点で電力小売りの申し込み

件数が約 12 万 5 千件となったことを明らかにしま

した。関西電力からの離脱の約 8 割が大阪ガスを選

びました。 

（2016.4.28 日経朝刊より） 

 

全面自由化から約 1ヶ月で電力契約切り替え件数

は 70 万件に達しましたが、増加ペースは鈍ってお

り、関心が低い消費者層の開拓が必要です。 

 

（2016.4.30 日経朝刊より） 

 

天 然 ガ ス 

 

原油安の下で、LNG の国際価格も安値が続いて

います。LNG 権益でトップを誇るのはカタール・

ベトロリアムで、カタールの生産能力は年間で 7000

万㌧を上回り、世界最大の LNG 供給国となってい

ます。 

 

（2016.4.5 日経朝刊より） 
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再 エ ネ 

 

世界で急速に普及が進む風力発電でインドが新た

な主戦場となっています。政府が電力インフラの整

備で風力を積極的に導入、発電能力は世界 4 位の規

模になりました。 

 

（2016.4.1 日経朝刊より） 

 

12 年度にスタートした再生可能エネルギーの「固

定価格買い取り制度」により、150 万戸超が太陽光

発電に取り組んでいます。一般家庭に転嫁される料

金の負担が重くなり過ぎたため価格を適正な水準に

下げます。 

 

（2016.4.2 日経朝刊より）） 

 

近畿で新設されるバイオマス発電施設が燃料確保

に知恵を絞っています。 

 

（2016.4.5 日経朝刊より） 

 

東京電力福島第一原発塩から 5年余りが過ぎまし

たが、福島県では、原発に頼らないエネルギーの創

出を目指し、火力発電の効率化や再生可能エネルギ

ーを使った発電、藻を利用したバイオマスなど、さ

まざまな試みがなされています。 

 

（2016.4.13 毎日朝刊より） 

 

外資のエネルギー企業が日本の太陽光発電事業に

参入しています。 

 

（2016.4.30 日経朝刊より） 
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原    発 

 

関西、九州、中国、四国の電力 4社は原子力発電

の危機管理や安全対策などで提携します。東日本大

震災後に 4社の安全対策費 1兆 5千億円以上増えて

おり、電力経営の最大の焦点となる原発分野で協力

体制を整え、安全性向上と費用抑制の両立を目指し

ます。 

 

（2016.4.5 日経朝刊より） 

 

 

（2016.4.5 朝日夕刊より） 

 

EU の執行機関である欧州委員会は、EU 域内の

原子力発電所を安全に運用していくために、2050年

度までに最大€ 7600億（約 97兆円）の投資が必要

になるとの見通しを示しました。 

 

（2016.4.5日経朝刊より） 

 

廃炉には 300億円超、安全な対策は関電で 5300

億円となっています。 

 

（2016.4.6 朝日朝刊より） 

 

原発差し止めは、原子力規制員会による原発の安

全審査とは別に司法が個々に判断して、エネルギー

政策が揺らいでいます。 
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（2016.4.6 日経朝刊より） 

 

原発の安全について、高度な技術について判断が

難しく司法判断に差が出ています。 

 

（2016.4.7 朝日朝刊より） 

 

 

（2016.4.7 日経朝刊より） 

 

運転開始から40年を超えた関西電力高浜原発1,2

号機は新規制基準を満たすとして、原子力規制委員

会は、関電が申請した安全対策の基本方針を許可し

ました。 

 

（2016.4.21 朝日朝刊より） 

 

東芝は米原子力事業子会社、ウエスチングス

（WH）の資産価値を見直し 2016年 3月期に損失を

計上する方針です。損失額は 3000億円弱と見られま

す。 

 

（2016.4.22 日経朝刊より） 

 

関西電力は、九州、中国、四国の 3電力と原子力

事業で幅広く提携すると正式発表しました。 

 

（2016.4.23 朝日朝刊より） 
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中国電力は廃炉を決めている島根原発 1号機につ

いて 2045年度をめどに廃炉作業を完了すると計画

を策定し、約 380億円の費用を見込んでいることが

分かりました。 

（20163.4.23 朝日夕刊より） 

 

原子力規制員会は、北陸電力志賀原子力発電所 1

号機の原子炉直下を通る断層について「活断層と解

釈するのが合理的」とした有識者の評価を受理しま

した。 

 

（2016.4.28 日経朝刊より） 

 

熊本県などでの地震が続く中、川内原発の停止要

望が約 5000件寄せられました。 

 

（2016.4.29 朝日朝刊により） 

そ  の  他 

 

世界最大級の産油国サウジアラビアが原油シェア

を落としています。増産姿勢を強めるイランの台頭

で、シェア低下への警戒感を強めています。 

 

（2016.4.20 日経朝刊より） 

 

米シェール企業の破綻が相次いでいます。2015年

からの倒産件数は 60社を超え、一方原油生産は低水

準に戻り原油市場の改善に繋がっています。 

 

（2016.4.25 日経夕刊より） 

 

電力大手 10社の 2016年 3月期連結決算が出そろ

いました。LNG の価格下落で、10社中 7社の損益

が改善しました。最終損益がそろって黒字化したの

は、東日本大震災以降で初めてです。 
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（2016.4.29 日経朝刊より） 

 

関西電力は純利益が 1408億円となり、5年ぶりに

黒字に転じました。 

 

（2016.4.29 朝日朝刊より） 

 

関西電力は 2025年度までの中長期計画（原発は基

幹電源）を発表し、連結経常利益で 15年度比 2割増

しの 3千億円をめざします。 

（2016.4.29 日経朝刊より） 


